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埼玉県

税財源の偏在について ～行政サービスの格差の状況～

◼ こども施策を始めとしたさまざまな行政サービスで、東京都と近県との格差が拡大している。

◼ 東京都は以下の事業を実施しており、埼玉県で実施した場合は、単年度で1,105億円の追加負担が必要。

自治体
無償化

こども医療費助成 こどもへの現金給付
保育料等 学校給食費 高校授業料

東京都

（R7.9から）
実施自治体に補助
対象：第1子以降
（所得制限なし）

実施自治体に補助
対象：公立全児童
生徒（所得制限な
し）

対象：都内外の私立高
校、親子都内在住（所
得制限なし）
上限：49万円/年

対象：０歳～高校3年生
一部負担：
【通院】小学生以上は１回

200円
【入院】無料

児童手当に加えて直接支給
対象：18歳以下、所得制限
なし
金額：月額5,000円/児

R7予算額 763億円 251億円 643億円 176億円 1,227億円

埼玉県

対象：第3子以降
（所得制限なし）
要件：国の要件を緩
和（同時入所）

実施していない

対象：県内私立高校、
親子県内在住
要件：年収約720万円
未満
上限：41万円

対象：
【通院】0歳～小学３年生
【入院】0歳～中学３年生
一部負担：
【通院】1医療機関につき

 1,000円/月
【入院】1医療機関につき

 1,200円/日
※市町村民税が非課税の場
合は免除

実施していない

R7予算額 24億円 － 23億円 44億円 －

東京都と同事
業を実施するた
めに必要な県の
追加負担額

170億円 123億円 110億円 40億円 662億円

◼ 埼玉県の財政調整基金の実質的な残高は211億円＊であり、追加負担額を到底賄うことはできない。
＊残高のうち交付税精算措置分等を除いた残高。令和７年度現計予算ベース。
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埼玉県

税財源の偏在について ～行政サービスの格差の状況～

◼ 他にも、夏季における水道基本料金の無償化（R7予算368億円）やエアコン・冷蔵庫等の購入支援（R7予
算221億円）など多岐にわたる施策を行っている。

事業名 概要 R7予算額

水道料金に係る基本
料金無償臨時特別
措置
（6月補正予算）

都の水道料金の基本料金について、令和7年度の夏場4ヶ月間分相当を無償とする等の臨時特別措置を実
施
・主に一般家庭での利用が想定される小口径（13㎜、20㎜、25㎜）
（多くの家庭が利用する口径20mmの場合、4ヶ月で1世帯当たり5,000円程度の軽減）

368億円

地域医療確保緊急
支援事業（R7～）

都内民間病院等を対象に支援金等を交付
・地域医療確保のため、緊急的かつ臨時的に支援金を交付（入院患者１人あたり１日580円）
・高齢者受入れのために病床を確保した病院に対して病床確保料を支払（１床あたり年629万円）
・小児科・産科・救急医療において患者受入れを推進するための体制確保（１診療科当たり1,114万円）

321億円

家庭のゼロエミッション
行動推進事業
（R7.8に支援拡充）

長期使用家電等の買替や、高効率の新規家電の購入への支援を店舗での直接値引き方式により実施するこ
とで、家庭の省エネ行動を促進（規模 約83万台）
令和7年8月末から、熱中症リスクの高い、高齢者や障害のある方へのエアコン購入の支援を拡充（1万円→8
万円）

221億円

カスタマーハラスメント
防止対策推進事業
（R7～）

カスタマーハラスメント防止条例のR7.４月施行に伴い、カスハラ防止対策を行った企業・団体等に対して奨励
金を支給
・企業向け奨励金：都内中小企業等を対象に40万円（録音・録画環境整備費等）、規模10,000社
・団体向け奨励金：各種業界団体を対象に最大100万円（カスハラ防止対策窓口の設置等）、規模30
団体

49億円
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埼玉県

税財源の偏在について ～Ｅコマースの更なる進展～
◼ Ｅコマースの市場規模が年々拡大している一方、個人小売店の売上高が減少している。

◼ 経済センサスによると、東京都にある事業所が全国のインターネット販売額のシェアの４割以上を占める。

◼ Eコマースは店舗を持たずに事業展開をしているため、従業者数が本社に集中し、税収は東京都に集中する。
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注）Eコマースの市場規模については、物販系分野のBtoCにおける企業と消費者間でのEコマースによる
取引金額。個人小売店の売上高については、コンビニを含む「その他の飲食料品小売業」を除く。

■Eコマースの市場規模の推移と個人小売店の売上高の推移

（出典）経済産業省「電子商取引に関する市場調査」、総務省・経済産業省「経済センサス-活動調査」

■インターネット販売 年間商品販売額

（出典）総務省・経済産業省「経済センサス-活動調査」

平成28年 令和3年

差額全国
シェア

全国
シェア

埼玉県 1,853億円 5.4% 2,474億円 4.2% ＋621億円

東京都 1兆3,722億円 40.3% 2兆4,407億円 41.2% ＋1兆685億円

全国 3兆4,091億円 5兆9,252億円 ＋2兆5,160億円

➢ Eコマースの更なる進展に伴い、本来埼玉県の住民サービスの向上に充てられるべき税収を財源として、東京都におい
て前掲の給付や補助が都民に対して行われているとすれば、公平性を欠いていると言わざるを得ない。

➢ このような理不尽な現状は到底容認できるものではなく、適切な偏在是正措置を早急に講じる必要がある。
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埼玉県

＊法人関係税：法人事業税・法人県民税・特別法人事業譲与税

税財源の偏在について ～住民一人当たりの法人関係税額＊～

◼ 住民一人当たりの法人関係税額について、埼玉県と東京都との間で2.9倍とさらに格差が拡大している。
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埼玉県

税財源の偏在について ～東京都の財源超過額～

◼ 東京都の地方交付税等の算定における財源超過額＊は近年拡大し、令和７年度は約2.0兆円となっている。

◼ 特別法人事業税・譲与税制度創設前（平成30年度）の財源超過額である約1.2兆円を大きく上回っている。

注）東京都にあっては、地方交付税法第21条の規定により都及び特別区の基準財政需要額、基準財政収入額をそれぞれ合算して算定。
R３～6年度は再算定結果による。
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＊財源超過額：普通交付税の算定において、基準財政収入額が基準財政需要額を上回る額
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埼玉県

税財源の偏在について ～投資的経費充当の一般財源の割合～

◼ 東京都は、投資的経費充当の一般財源の割合が47.5％で、全国平均の14.6％を大きく上回っている。

◼ また、実質公債費比率が1.3％と全国平均の10.1％を大きく下回っている。
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埼玉県

税財源の偏在について ～一人当たり自由に使える財源～

◼ 経常収支比率から算出した人口一人当たり比較的自由に使える財源（経常経費以外に使える財源）*で比較
すると、東京都は本県の8.6倍になっている。

7,331 円 6,058 円 6,220 円

63,022 円

埼玉県 千葉県 神奈川県 東京都

*人口一人当たり 比較的自由に使える財源（経常経費以外に使える財源）
 ＝（（経常一般財源等＋減収補填債特例分＋臨時財政対策債）ー（経常経費充当一般財源等））／人口

注）「令和5年度都道府県決算状況調査」（総務省）から作成

近県と8.6倍
以上の格差
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埼玉県

税財源の偏在について ～経常収支比率～

◼ 経常収支比率で比較すると、埼玉県は95.8％のところ、東京都は81.3％と14.5ポイント低くなっている。

注）「令和5年度都道府県決算状況調査」（総務省）から作成
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埼玉県

税財源の偏在について ～一人当たり一般財源額と人口密度～

◼ 通常、人口密度が上昇するほど、一人当たり一般財源額は小さくなる傾向にあるところ、東京都は、その傾向から
外れ、高い水準にある。
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埼玉県

税財源の偏在について ～保育人材の確保～

◼ 保育の公定価格の格差を一因として、埼玉県から東京都へ保育人材が流出していると考えられる。

◼ 東京都は独自に職員の賃金改善に向けた支援として、保育施設に対して補助金を交付している（325億円）。

事業名 概要 R7予算額

保育士等キャリア
アップ補助

保育サービス事業者における保育人材のキャリアアップを支援し、人材の確保、定着及び離職防止を図るとともに、保育
サービスの質の向上を図る。
・交付額の算定方法：入所児童１人当たりの月額単価（年齢区分別）×各月初日の在籍児童数
・対象経費：交付対象施設に勤務する職員の人件費（賃金改善に充てることが要件）
・交付対象施設：認可保育所、認定こども園、事業所内保育事業 等

325億円

就職者数
県内 東京都 それ以外

874 497 251 126

就業先が東京

28.7％

都県境で 
年間１，１２８万円の差！

現行の保育の公定価格の地域区分 埼玉県（6％地域）
年間運営費収入（90人定員で試算）

１２，１６８万円/年
 

さいたま市

小鹿野町

横瀬町

皆野町

上里町

寄居町

小川町

本庄市

神川町

飯能市

国分寺市

秩父市

所沢市
入間市

日高市

越生町

ときがわ町

行田市

熊谷市

深谷市

長瀞町

美里町

川越市

嵐山町

東松山市

滑川町 鴻巣市
幸手市

久喜市

加須市

羽生市

狭山市

檜原村

八潮市
朝霞市

戸田市

新座市

北本市

ふじみ野市

上尾市

白岡市

草加市

越谷市

杉戸町

春日部市

松伏町

吉川市

三郷市

奥多摩町 蕨市

和光市

志木市
川口市

宮代町

伊奈町

三芳町

鳩山町

毛呂山町

東秩父村
吉見町

鶴ヶ島市

坂戸市

川島町

桶川市 蓮田市

富士見市

西東京市

東久留米市
武蔵村山市

東大和市
羽村市

あきる野市

日の出町

瑞穂町

八王子市

青梅市

昭島市

三鷹市

調布市

多摩市

町田市

国立市

福生市
立川市

日野市

狛江市

東村山市

稲城市

武蔵野市

府中市

港区

目黒区

品川区

大田区

世田谷区

杉並区

練馬区

小金井市

小平市

清瀬市

渋谷区

中野区

豊島区

台東区

江東区

中央区

千代田区

荒川区

文京区

新宿区

足立区

北区

板橋区

葛飾区

墨田区

江戸川区

埼玉県

東京都
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0%
東京23区（20％地域）
年間運営費収入（90人定員で試算）

１３，２９６万円/年

人材確保に影響

・公定価格の地域区分は市区町村ごとに設定されて
おり、東京23区と隣接する県内市との間で公定価
格に大きな差が発生

→ 公定価格の差が保育士の給与に反映

■卒業者の就業先について（R6年度）

転職数
県内 東京都 それ以外

387 246 85 56

転職先が東京

22.0％

■都県境に位置する10市＊の保育士の転職先について（R5.10～R6.9）

＊川口市、所沢市、草加市、戸田市、入間市、和光市、朝霞市、新座市、八潮市、三郷市
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埼玉県

偏在是正に関する三県要望
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埼玉県

偏在是正に関する三県要望(8/29 村上総務大臣・横山財務副大臣への要望)

以前は「私立高校授業料の無償化」などについて、県民から「なんでうちの県ではできないのか。」と
言われたが、最近は、明らかに税収格差があるというのが多くの県民も肌感覚で分かってきている。
医療機関の支援や介護・保育等の人材確保に、東京都は今年度だけでも1,100億円予算を計上
しており、それぞれの地域が育てている人材が、東京都に全部吸収されていく状況になっている。
今も医療、保育や介護の人材不足が深刻で、年々厳しくなっていく中、あり余る法人税収で東京都
が周辺から人材を吸収するような形になると、全国の医療や福祉政策が成り立たなくなってしまう。

○

○

○

（千葉県 熊谷知事）

東京都が国際都市として様々なインフラ整備等を進めるために金を使われるならば我々も歓迎だが、
住民一人ひとりのためのサービスに使われると、都県境で全然対応が違ってしまい、住民から見て
納得できないということがある。

○

（神奈川県 黒岩知事）

この1年で大きな変化があったものの1つはEコマースの進展である。Eコマースは埼玉、神奈川、千葉
で買っても、本社の東京に納税されるという傾向がますます進展していて、東京だけに集中している。
これは加速度的に進展している一方で、我々の県においても、様々な商店が減っている。税制に関
しては損な状態となっており、克服しなければならないテーマである。
医療、介護、福祉、子育てには一律で全国で手当しないといけないが、ここの格差が開こうとして
いる。
そうすると、東京都が病院等に支援するなど、財源があるからできることに拍車をかけてしまう。我々三
県は、特に近県であればこそ、人材が流出するという傾向が高まっていくと思っている。

○

○

○

（埼玉県 大野知事）
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埼玉県

第３段階

D X

        第２段階

デジタライゼーション
デジタルで仕事のやり方を変える（=TX）

埼玉県について ～ＤＸ推進による不断の行財政改革～

第１段階 アナログからデジタルへ

DXへの３ステップ

現在、第２段階の取組TXを展開中

ＴＸ=デジタルを活用した
業務効率化と県民サービス向上

効率化で生み出した時間を活用、更なる生産性向上

⚫ 職員のスキルアップ  業務に関する専門知識等の習得

⚫ 時間外勤務の削減  ワークライフバランス推進と働き方改革

取組事例①

AIがヒアリングメモを瞬時に分析・要約

生成AIを活用した
県内企業調査業務のＴＸ

• ノーコードツールでデータ管理

• 生成AIで分析し報告書を作成

取組事例②

研修のオンライン完結で受講負担軽減

県が実施する
事業者向け研修のＴＸ

• 電子申請・手数料キャッシュレス化

• オンライン講習とウェブテストに

全職員にデジタルツールを導入し、職員自ら業務改革

ノーコードツール 生成ＡＩ 文字起こしＡＩ

合計で約2万4千時間の削減（R6）ペーパーレスの徹底 コピー使用量 ▲７9.5％（R6・R1比）

行政手続のオンライン化 86.8％（R7.4）

RPA 29業務 6,658時間削減（R6）

音声認識ＡＩ
（議事録等作成）

3,123時間削減（R5）
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埼玉県
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◼ 埼玉県の県民1万人当たりの一般行政部門の県職員数は、11.9人と全国で一番少なくなっており、

効率的な行政運営に取り組んでいる。

埼玉県について ～県民１万人当たりの都道府県職員数（一般行政部門）～

令和６年４月１日現在

注）「地方公共団体定員管理調査」（総務省）、 「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」（総務省）から作成

注）政令指定都市人口を除いた都道府県人口により算出（東京都は特別区の人口を除いた人口により算出）
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【補助上限額】

➢ EV・PHVの導入 40万円もしくは27.5万円

➢ 外部給電器の導入 25万円

・ エネルギー使用量やCO2排出量の削減を進める

中小企業等の省エネ・再エネ活用設備導入に対する

補助

➢ 補助対象

ボイラー・空調等の高効率化

蓄電池と組み合わせた太陽光発電設備の導入

➢ 補助率：1/3

➢ 補助上限額：500万円

脱炭素化の推進 ８億８，７１２万８千円

◆ 電動車（ＥＶ、ＰＨＶ）の導入支援

◆ 省エネに取り組む中小企業等への支援

高効率
ボイラー

空調設備

・ 県民及び事業者のＥＶ、ＰＨＶ等の導入に対する補助

➢ 自動車分野のＣＯ2排出量の削減

➢ 災害時のレジリエンス機能強化

子育て支援の充実 ４億７，０１３万６千円

◆ 子育て家庭の支援・孤育て防止

◆ 様々な子育て家庭のニーズに対応する支援

・ 市町村が実施する第１子以降への給付事業等に上乗せして、
最大10,000円相当のギフトボックス等を配付

・ 多機能型地域子育て支援を推進

➢ 産前産後から就学後まで

身近な地域で安心して

子育てができるよう

市町村と協働して推進

➢ １人当たり最大10,000円相当を給付
県：ギフトボックス等（おむつ等） 負担割合2/3
市町村：現金給付又は現物給付等 負担割合1/3
（例）県：10,000円分のギフトボックス等を配付

市町村：5,000円を現金給付

４億７，０１４万円 ８億８，７１３万円

※金額は事業費ベース

R5年度

偏在是正措置の効果について ～増収を踏まえ予算計上した主な事業～
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埼玉県

※金額は事業費ベース

３億５，５６６万５千円

１３億４，９５５万２千円

１億９，４３６万円

R6年度

偏在是正措置の効果について ～増収を踏まえ予算計上した主な事業～
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埼玉県

※金額は事業費ベース

３億９，５３７万２千円

スタートアップ挑戦プログラム説明会

４，５８１万６千円

R7年度

１億７，４２２万円

３億９，５３７万２千円 ４，５８１万６千円

偏在是正措置の効果について ～増収を踏まえ予算計上した主な事業～
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埼玉県

税財源の偏在について ～まとめ・埼玉県の考え～

特別法人事業税及び特別法人事業譲与税に関する法律附則第9条に基づいて、
制度創設後の経済・社会情勢の変化を勘案し、早急に、必要な措置を講じるべき。

● 一方で、東京都一極集中が続く中、こども施策をはじめとした様々な施策で、東京都と周辺自治体の
地域間格差がもはや看過し得ない水準にまで拡大している。

（参考）特別法人事業税及び特別法人事業譲与税に関する法律附則 第９条
政府は、この法律の施行後適当な時期において、この法律の施行の状況を勘案し、必要があると認めるときは、この法律の規定について検討を加え、その
結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。

● この地方法人関係税収は、令和元年度に創設された特別法人事業税・譲与税制度によって、一定の
偏在是正効果があったものの、住民一人当たりの税額は、依然として２．９倍の格差が生じている。

● この背景には財政格差があり、税源の偏在が大きな要因を担っていると考えられる。地方法人関係税
については、Ｅコマースの更なる進展等により、小売業のインターネット販売額が直近５年間で２.５兆
円増加している一方で、個人小売店の売上高が減少していることなどから、インターネット販売の全国
シェアが高い東京都への税収集中がより一層進んでいる。

● 地方税は、地方の実情に沿ったきめ細かな行政サービスを行う上で、最も重要な基盤であり、行政
サービスの地域間格差が過度に生じないよう、税源の偏在性が小さく税収が安定的な地方税体系の構
築が必要である。
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埼玉県

（参考）埼玉県の財政状況 ～歳入と歳出の状況（令和７年度当初予算）～

64.4%35.6%

県税

8,794 

地方消費

税清算…

繰入金

1,409 
その他（自主財源）

706 

地方交付税

2,820 

国庫支出金

1,773 

県債

1,687 

地方譲与税

1,594 

その他（依存財源）59 

歳入 2兆2,309億円

自主財源依存財源

（億円）

教育費

5,345 

民生費

4,621

諸支出金

3,954 

公債費

2,795 

警察費

1,673 

土木費

1,424 

総務費

1,137 

衛生費

  777 

    

その他

583 

歳出 2兆2,309億円

（億円）

◼ 歳入面では、国庫補助金や地方交付税措置のある財政上有利な県債の積極的な活用を進めるほか、ネーミング
ライツを導入する施設の拡大など県独自の財源確保にも取り組んでいる。

◼ 歳出面では、ＥＢＰＭの考え方に基づいた検証により、限りある財源をより効果の高い事業に集中し、スクラッ
プ・アンド・ビルドを進めている。
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（参考）埼玉県の財政状況 ～県税収入の推移～

◼ 県税収入は令和４年度以降、堅調な企業業績等を背景に３年連続で過去最高を更新している。

注）令和６年度までは決算額。令和７年度は予算額

1,598 1,625 1,673 1,675 1,565 1,764 1,858 1,875 2,119 1,975 

3,057 3,184 2,910 2,911 2,973 
3,023 3,030 3,155 
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3,045 3,036 
3,103 3,095 3,221 
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8,112 8,232 8,389 

8,844 8,794 
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3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

法人二税 個人県民税 その他税

（億円）
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（参考）埼玉県の財政状況 ～財政調整基金残高の推移～

◼ 令和６年度の基金残高は1,204億円で増加傾向。令和7年度現計予算ベースでは612億円となる見込み。

◼ 地方交付税の精算措置等を除く、実質的な基金残高は、令和６年度は527億円、令和７年度現計予算ベース
では211億円となる見込み。

注）令和６年度までは決算額、令和７年度は現計予算ベースでの見込み額

121 122 122 123 173 200
280

485 527

211

593

700

694 
677

401

121 122 122 123
173

793

980

1,179 1,204

612

0
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実質的な基金残高 地方交付税の精算措置等分

（億円）

令和7年度取崩
予定額

598億円



22

埼玉県

（参考）埼玉県の財政状況 ～社会保障関連経費（一般財源）と高齢化率の推移～

◼ 社会保障関連経費に係る一般財源決算額は、令和6年度に 4,333億円に達し、令和元年度の3,429億円か
ら26.4％増加している。

注１）社会保障関連経費について、令和６年度までは決算額
注２）高齢化率の推移は、内閣府「令和７年版高齢社会白書」より作成（R2のみ国勢調査）
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（億円） （％）
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（参考）埼玉県の財政状況 ～公共施設等の更新費用の推計（R7.8時点）～

◼ 公共施設等の更新費用は、今後20年間で事業費総額約1兆6,000億円が必要となる見込み。

◼ 上記事業費に係る公債費等の県実質負担額 ＊は総額で約1兆9,000億円と見込まれる。

◼ この他にも、下水道施設の更新、北部地域振興交流拠点の整備、県庁舎再整備が今後見込まれている。

＊1 公共施設等の更新費用（地方債の元利償還金、発行手数料等）から交付税措置を除いた経費を積み上げ。
＊2 県債の発行条件は10年満期一括償還、発行利率2.0％、30年償還として積算。その他の条件については、令和７年度当初予算の積算内容を前提として算出。
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注）R6は決算額、R7は当初予算額、R8以降は計画額
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